
日本農村における社会空間の実証分析

一一いわゆる「村落領域」を事例として一一

浜谷正人

が展開してきた。伝統的な虫送り行事が，村落
はじめに一社会空間としての村落領域一

領域を単位にして実施されてきたことは周知の

日本村落社会の基礎的な地域集団を一般にム ことであろう。また，村落領域外の耕地を耕作

ラ(むら〉あるいは村落とよんでいるが，これ することを「出作り J，その内側の耕地を隣接

らの地域集団にはそれらに所属しているとみな ムラの農家が耕作することを「入作り」として

されている一定のエリアが付属していることが

知られている。普通，ムラの概念には属人的な

集団と，その周辺のエリアとが不可分のものと

して含まれているのはこのためである。このよ

うな特定エリアの名称は全国各地できわめて多

様であって，領・領土・作・地内・地所・在所

など種々の名称で、よばれてい20エリアがはっ

きりと認識されていても，特別の名称をもたな

い地方もあるようである。本稿では，このよう

なエリアを川本らに習って村落領域とよんで論

を進める。いわゆる村落領域は，当該ムラ住民

はもとより近隣のムラ住民にも明確に認識され

ているエリアであって，その境界は塚・大木・

盛り土・洞などの具体的事物で明示されている

場合もあるO しかし，一般にはその境界は具体

的に知覚することはできず，村落領域はいわば

抽象的な地域単元，換言すれば，村落住民のメ

ンタノレマ γ プ上に区画設定された認知領域であ

るといってよい。境界に立地する具体的な表示

物は，この認知境界を知覚させるために設置さ

れたものに他ならないといえよう。村落領域を

認知研究の一環として扱おうとするのはこのた

めであるO

しかし日本村落の村落領域は，欧米のコミ

ュニティや近隣地区などの認知領域とは異なっ

区別し，入作り農家の耕地にもムラ運営の諸費

用の負担を課せる慣行も広くみられたようであ

る。村落領域内の田畑を売買あるいは貸借する

場合，当該ムラの農家に先買警・先借権を認め

ていたムラもあったようである。村落領域は住

民識別のリフェレンスの 1つにも用いられ，そ

の境界を基準に彼我の区別が行われてきた。こ

れらの点からみて，日本農村の村落領域は，社

会地理学でいうテリトリー空間に近い空間概念

といってよかろう。社会空間の 1種である村落

領域は，村落地理学や歴史地理学にとって重要

な研究対象となるべきものであったが，今日ま

でほとんど等閑視されてきたように思われる。

ところで，これまで村落領域にかかわる数多

くの研究が行われてきたが，それらは大別して

2つに分けられそうである。その 1つは，認知

空間としての村落領域が果している機能や役割，

あるいは村落領域に関連した行動・行事・社会

関係の実態を解明しようとする研究である。こ

れを村落領域への機能論的アプローチとよんで

よかろう O 従来の村落領域研究のほとんどはこ

れに属しているといえよう。これに対して，村

落領域を住民のメンタノレマ γ プ上に区画設定さ

れた認知空間の 1種とみて，この空間の認知ま

たは同定の実態，たとえば村落領域認知の形成・

ぞ，単なる抽象的な地域単元ではなく，この領 衰退のフ。ロセスやその背景，あるいはその空間

域を空間的な枠組みにした社会関係・空間行動 バターンなどを解明しようとする研究がある。
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本稿では，このような研究を認知論的アプロー

チと仮称しておきたい。この 2つのアプローチ

による成果が統合されてはじめて，村落領域の

実態が解明されるわけであろうが，本稿では後

者の認知論的なアプローチから村落領域の実態

を検討してみたい。その理由は，機能論的アプ

ローチによる村落領域研究に比べて認知論的ア

プローチによる研究が著しく少なく，認知の実

態に関して不明な点が多いこととともに，より

広い問題意識として，日本の村落社会に対して

認知論的アプローチを試みるならば，新しい事

実と研究領域が浮かび上ってくるのではないか

という期待があるからである。この意味で本稿

は，日本農村社会に対する認知論的アプローチ

の 1つであるともいえよう O

I 研究対象と分析資料

A 問題の所在

前主主では日本のムラには村落領域と通称され

る認知空聞が付属していると述べたが，厳密に

いえばこれは正しくない。認知された村落領域

をもたないムラも少なくないのである。

村落領域の実態が全国規模で把握できる唯一

の資料は，昭和45年度の農業集落調査結果であ

るが，この調査結果によれば，北海道と沖縄県

を除く全国45都府県の農業集落一後述のように

多分に行政的な目的で人為的に設定されたと思

われるものもあるが，その大部分はいわゆるム

ラに該当する属人的集団ーのうち17.4%は明確

な耕地の境界意識をもたず，また20.6%ははっ

きりした集落の認知領域(村落領域〉をもって

いない。住民が自分たちの村落領域を明瞭に認

知していない農業集落(ムラ〉も少なくないの

である。村落領域をもっムラとそれが欠落した

ムラとがある。では，どういう村落構造のムラ

では村落領域が認知され，いかなる類型のムラ

には村落領域の認知が欠落するのであろうか。

本稿の検討課題はこれである。

ところで，欧米における認知コミュニティあ

るいは認知近隣地区の研究においては，領域認

知の有無や認知領域の空間パターンと住民属性

ーたとえば性・年齢・職業・居住年数・居住地

などーとの関連が取り上げられることが多い。

それらの詳細な検討・紹介は他日に譲るとして，

これら諸研究から明らかにされたことは，コミ

ュニティや近隣地区の認知はかなり個性的で，

住民の属性や居住環境が異なれば認知領域の空

間パターンが違うということであった。この結

論を村落領域の認知に適用してみると，同じム

ラに住む住民でも性・年齢・職業・居住年数や

出身地などが異なれば，村落領域の認知の程度

も認知領域の範域もそれぞれ異なるものと想像

される。このような村落領域認知の多様化は，

今後ますます顕著になるものと予想され，それ

自体が興味深い研究テーマになると思われるが，

その解明にはムラ住民個々のメンタルマ γ プ調

査が必要であるので、本稿で、は扱えなかった。こ

こで、は農業集落調査ーその概要については後述

するーの結果に基づいて村落領域認知の実態を

検討するが，この調査で把握された村落領域は，

調査対象であるムラの役職・知識人層ーその多

くは当該ムラの出身男性で，主に農業に就業す

る高齢者であると思われるーの認知領域である。

それも認知領域の有無に対象は限定されている。

したがって，本稿で問題にできるのは，認知領

域の有無とムラの属性(村落構造や類型〉との

関連である。どういう村落構造あるいは類型の

農業集落(ムラ〉に村落領域があるのか，どの

ようなムラにそれがないのか，問題はこれであ

る。

既存の村落領域研究においても，領域認知の

有無やテリトリアリティが村落的属性によって

かなり異なるということが指摘されている。

たとえば，渡辺は農業集落を田所集落と畑所集

落に分けて領域認知の有無を比較しているが，

その結果，畑作地帯に立地する畑所集落より水

田地帯の田所集落の方に領域認知が鮮明である

ことがわかっ足。領域認知には，水利関係の有

無やその強弱が直接・間接の影響を及ぼすよう

である。また室谷は，農業集落予備調査の結果

ではあるが，農家率の低い集落よりそれの高い

集落の方に領域認知が鮮明な集落が多く，テリ
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トもアリティも概して強いことを明らかにして

いる。ムラの混住化・都市化とともに，領域認

知は希薄化あるいは消滅していくことをこの事

実は示唆している。しかし，渡辺・室谷とも領

域認知と村落構造との聞に一定方向での関連が

存在することを明らかにしたが，両者の関連を

厳密には検討しておらず，多くの点で再検討の

余地を残している。 )11本は村落領域に対する機

能論的アプローチとともに，本稿でいう認知論

的アプローチによる村落領域研究も意識的に試

みているO たとえば，氏は鹿児島県に村落領域

のない農業集落がめだって多いことに注目し，

その背景を追究し，多くの農業集落が認知領域

をもたない主な要因を，島津藩の特殊な農村制

度という歴史的な要因に求めてい2。氏のこの

研究は，村落領域の認知論的研究が，村落地理

学的アプローチと歴史地理学的アプローチの両

国から行われる必要性を示唆していて興味深い

が，対象が限られた事例調査に基づいた結論で

あって，大量のサンプルを基にした統計的実証

分析の余地を残しているといえよう。

B 基礎資料と結果の概要

前項でも言及したように，村落領域の認知に

!関する全国(除・北海道・沖縄県〉スケールの

資料は，昭和45年度の農業集落調査結果である。

前述の渡辺・室谷・ )11本らの研究も，この調査

結果(またはその予備調査結果〉に基づいて行

われており，本稿でもこれを基礎資料に用いる。

この調査では全国約13.5万の農業集落について

「農業集落の土地J，本稿でいう村落領域の有

無を調べており，その意味できわめて貴重な資

料ではあるが，その結果を無批判に利用すると

いろいろな誤った結論を導く危険がある。村落

τ領域は土地利用や人口などのような客観的事実

ではなくて，主観的世界(メンタルマップ〉の

事象に属しており，諸他の環境認知調査と同様

に質問仕様，調査者及び被調査者の知識や技術

などが調査結果を大きく左右するからに他なら

ない。この点の検討ぬきには調査結果の利用は

行えないだろうし，行うべきではない。以下，

調査の概要に言及するのはこのためで、ある。

農業集落調査は，農林省の指導の下に各都道

府県の統計情報事務所を主体にして実施された。

村落領域の調査は，農業集落の総合的な実態調

査の一環として試みられたもので，ほとんどの

調査員はこの種の調査に関する経験をもってい

なかった。対象者は調査の性格上，各農業集落の

有識者・役職者であった。これらの人々のほとん

どが当該集落出身の男性で，農業を主業にする

中高年齢者であることはいうまでもない。した

がって，この調査が把握した村落領域は，いわば

地着きの中高年齢男性のメンタノレマ γ プ上にあ

るものであって，若年層や新規流入住民のメン

タルマ y プは対象にされていない。この点は都

市化と領域認知の関連を考察する場合には，十

分留意しておく必要があろう。村落領域の実態

調査は，前記被調査者一一般には複数ーからの

聞き取りによって行われたが，調査票に記載さ

れた基本的な質問は次の通りであった。「この農

業集落では，となりの農業集落との出作り・入

作りの境界やこの農業集落で管理している道路

の範囲などからlFここまではこの農業集落の

土地』という境がはっきりしていますか。」そ

してこの境界を(ア〉耕地について， (イ〉山

林原野について， (ウ〉農業集落全体について

調べ，それぞれについて「はっきりしている」

か「はっきりしていないか」を判別している。

なお， (イ〉については「山林原野がない」と

いう別項目を設定しているO なかなかの苦心の

作ではあるが，全国共通の名称がなしまた今

日では機能の多くが失われて，多分に主観的・

無意識的な存在になっている村落領域の存否を

判別することは著しく困難であって，具体的に

は「農業集落聞の出作り・入作りの境界や農業

集落で管理する道路の範囲などから，隣接する

農業集落との境界を(調査員が一浜谷注〉確認

し領域が明確かどうかを調査した」とされる。

村落領域の機能面からその存否を判断している

わけであるが，このような調査では調査員のも

っている概念，聞き取り技法，有無の判断基準

がある程度まで反映されたであろうことは否定

できない。また，集落全体については「境界線

- 3ー



凡例

認知率(%)

⑩ 94.2-

• 88.9-94.2 

78.2-88.9 

口 72.9-78.2

回 ~72.9 

平均 83.56
標準偏差10.65

図1 都府県の認知率(耕地〉

注:資料は本文注 6)32頁

が地図上に容易に措くことができるか否かJを

判断基準にして，領域の有無が判別された。領

域認知の調査手法としては適切であるが調査時

に具体的な地図を描かせるような指示はない。

ここにも調査員の個性が反映される余地が多い。

図1は全国45都府県について耕地境界が明確

な農業集落の割合ー以下，これを認知率と略称

するーを，平均と標準偏差を基に 5段階に分け

てみたものである。愛知・長野以東の東日本に

認知率の低い都県が多いが，岩手・茨城・千葉・

神奈川各県の認知率はかなり高い。逆に，岐阜・

富山以西には高認知率を示す県が多いが，西日

本でも熊本・鹿児島・山口などの各県では認知

領域をもっ農業集落が76%を越える事がなく，

西日本の認知率が高いとは必ずしもいえない。

しかし，本項の主旨との関連で注目したいのは，

隣接都府県聞で、認知率に著しい差のあるケース

がいくつかみられる点である。たとえば，岩手

と秋田，神奈川と山梨，長野または

愛知と岐阜，広島と山口，大分と熊

本の各 2 (または 3)県間など。隣

接する都府県聞で認知率がこのよう

に著しく異なる原因が，各都府県のー

村落構造の違いにあるのか，それと

も各都府県統計情報事務所の領域概

念や調査手法の違いにあるのかどう

か，目下詳細は不明である。ただ，

隣接都府県聞にこれほどまでに大き

な村落構造の差異があるとは思えな

いので，各都府県の認知率の大小に

は領域概念，調査手法，判断基準な

どの違いがある程度まで反映されて

いるものと考えざるを得ない。村落

領域のようなきわめて把握の難しい

地域単元を，しかも全国レベルで調

査しようというのであるから，かか

る不統ーや混乱が生じるのはやむを

得ないともいえるが，このことが調

査結果の資料的価値をかなり損なっ

たことは否定できないだろう。この

点からみて，認知率そのものを都府

県間あるいは地方聞で比較し，村落領域認知の。

全国的パターンを解明しようという試みはほと

んど意味はないといってよかろう。

そこで本稿では，各都府県を 1つの独立した

調査単位として扱い，各都府県ごとに領域認知

と村落構造の関連を検討してみた。都府県を単

位にしたのは，都府県内では領域概念や調査手

法が統一されており，調査員の個性が若干反映

される余地はあるが，各都府県単位の調査結果

には，村落構造の実態がある方向で傾向的に反

映しているものと思われるからである。本稿で

はまず全国から 5つのサンプノレ県を選び出した。

その県名と選択理由は次章で述べる。次に村落

構造を示す指標として (A)大字(その多くは

旧藩政村に由来する歴史的地域〉との空間関係，

(B)都市化の程度， (C)居住パターン(村

落形態〉の 3指標を選定し，各サンプル県ごと

に村落構造と領域認知との関連を検討した。サ
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ンフ。ノレ県も村落的指標も少ないという点で，本

稿は村落領域の子察的考察にすぎないことを予

めお断わりしておきたい。

E 村落領域の認知と村落構造

A 大字(歴史的地域〉と領域認知

今日，欧米先進諸国において，ある領域が集

団的に共通認知されるのは，地方自治体とか国

家のあうな行政単元や計画地域にほぼ限られて

いるが，ムラ内外の村落住民に共通認知されて

いる村落領域が今日も残存するのは，歴史的地

域たる大字がその空間的枠組みとなっているか

らではなかろうか。この問題は，村落領域が近

世期の行政単元たる藩政村に枠付けられて形成

一本
W

一一一②
一農業集落の境界

ー大字の境界

図2 農業集落の 2類型(模式図〉

したものかどうかという問題とも，若干の関連 くつかの農業集落とともに 1つの大字内に包摂

をもっ。農業集落を大字との空間的対応関係か されているもので，大字境界との関連でいえば，

ら類型化し，各類型と領域認知との関連をまず その外周の一部に大字界をもつか，あるいはま

検討するのは，このような問題を解明したかっ

たからである。

ところで，農業集落調査では各農業集落の空

間的範域，換言すれば 1つの農業集落の構成メ

ンバーの居住域と，大字との空間的な対応関係

を次の 5つのパターンに分けて調べている。①

両者の範域が一致するか，または 1大字内に 1

つの農業集落が包摂されるパターン(全農業集

落の27.4%)，②2つの大字を合せると 1つの

農業集落になるパターン(同1.0%)，③複数の

農業集落を合せると 1つの大字になる，換言す

れば 1つの大字内にいくつもの農業集落がある

パターン(同57.7%)，④上記のいずれにも該

当しないパターン(同3.2%λ ⑤大字がないパ

ターン(同10.7%)。このうち⑤は構造的には

③のパターンに似ているが，本稿で取り上げた

サンフ。ノレ諸県で、は，ごく少数なので考察対象か

らはずした。また②・④も同様の理由で割愛し，

本稿では①と③のパターンをもっ農業集落のみ

取り上げた。これら 2類型の農業集落のうち，

①は農業集落の外周が大字界で完全に囲緯され

ているパターンの集落で，これを標準型集落と

仮称する(以下H型集落と略記・図 2参照〉。こ

，れに対して③のパターンの農業集落は，他のい

ったく大字界がないかのいずれかになる。図 2

では 1大字に 3集落が含まれるケースが模式

化されているが，農業集落数が増えれば増える

ほど各集落が分有する大字界は短くなり，また

大字界をまったく欠いた農業集落が増加するこ

とは指摘するまでもない。このような農業集落

を，本稿では須恵村型集落と仮称する(以下S型

集落と略記〉。これらH ・S両類型集落聞で，領

域認知率に有意な差が認められるであろうか。

この問題を検討するために，村落領域調査の

対象とされた全国45都府県のうちから，領域認

知率が低く(図 1参照)，かつまた明治前期(21

年まで〉における村合併が比較的少ない県とし

て，秋田・山形・山口・鹿児島の 4県を選んだ。

領域認知率が低い県を選んだのは，それの高い

県に比べて領域認知と村落構造との関連が把握

しやすいという資料操作上の理由による。また，

明治前期における村合併が少ない県をサンフロノレ

に選んだのは，このような諸県では大字のほと

んどが旧藩政村域を継承しており，領域認知と

藩政村の関連を検討するのに便利であると考え

たからに他ならない。これら 4県の他に，本稿

では富山県もサンプルに加えている。認知率が

平均以上に高い富山県を選んだのは，岡県には
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表1 H・S両類型集落の領域認知率

耕 l p¥山口 乍1j|一山形県 i秋田町

H 型 集落 i l町 r，，~2~， 85 I r~~2" 567 I r~~6 ry， 235 r~~8 n， 149 j -一円9.1) I (96.5) I (円 I (87・7) (79.竺
l 

j C' 'ltI1 kk """ 1 475 929 1 415 513 1 87 145 1 331 617 1 338 590 I S 型集 落 | | l i | I '-' :x. "'" 'ff I (51. 4) I (80.9) I (印.0) 1(53.6) 1(57.3) 
領一一一一一一ト : 1 寸

域 t 分布検定 P<0. 01 I P <0. 01 I Pく0.01 Pく0.01 P<0.01 

きIH 型集落 Ir~~4"， 107 I ro~3 '" 85 I凶日7 I r~~5 "， 235 I r~~8 凶
冶 I H :x. "'" 'ff I (97. 2) ! (85.9) 1(96.3) 1(83.0) 1(72.5) 
全寸---，------

体 iS 型集落 r~:\， 929 I r~~4"， 513 I r~ ~9~， 145 I r :~6" 617 I r~~8 '" 590 
の"'" '* 'ff I (34.9) I (ω.0) I (54.5) I (仏 1) I (誌の

11t分布検定 IP <0. 01 I…P <0. 01 P <0. 01 … 
注 1)各県とも左欄は領域が明確な農業集溶数(%)，右欄はサンプノレ集落数

2)山口県のH型集落は全集落数，鹿児島県のH型集落は%等間隔抽出。その他i土木文参照。

典型的な散村が広範に展開しており，村落形態 るように県レベルでみた場合，全国最低の認知

と領域認知の関連 (IIのC参照〉を検討するの 率(耕地52.5%，集落全体37.0%)を示すが，

に適していると考えたからである。ただ，サン この県でもH型集落の認知率は著しく高いので

プノレ県が少ないので，本項および次項(都市化 ある。同県の認知率がかくも低いのは， s型集

と領域認知〉でも富山県を加えて考察した。な 落の認知率が著しく低く，しかも S型集落が全

お，各県の農業集落数は尾大な数に達するので， 集落の92.8%を占めるということに基因してい

資料操作を簡単にするために山口(総集落数 る。各県の認知率そのものを相互に比較するこ

4，242) ・鹿児島(同6，046)両県については6

分の 1，富山(同2，315) ・山形(同2，755) 

秋田(同2，642) 3県では 3分のしそれぞれ

等間隔抽出法によってサンプノレ集落を選定した。

とは，前述の理由でさほどの意味はないが，鹿

児島県と山口県をしいて比較してみると， H型

集落の認知率にはほとんど差がないのに， s型
集落のそれは前者が格段に低い。両県とも S型

また，サンフツレ数が不足する場合は適宜サンプ 集落が圧倒的に卓越しているという点では共通

ノレを追加したが，詳細は各表の注に記してあるO 性をもつが，村落の内部構造はかなり相違して

大字との関連からみた集落パターン，居住パタ いるようである。それは，島津・毛利両藩の農

ーン(村落形態)について，等間隔抽出法に基 村制度の違いに基因していると推察される。耕

づくサンプル集団と，母集団との関連をカイ二 地の領域認知についてみると，山形・秋田両県

乗検定によって検定した結果，どの県にも有意 のH型集落の認知率は，他3県に比してやや低

な関連は認められなかった。 率を示す。これら 5県の比較から一般化は危険

表1は， H・S両類型の領域認知率を比較し であろうが，東北2県の認知率が低い背景には，

たものである。表にみるように各県ともH型集 同族的な家連合関係の残存や，地主制の顕著な

落の領域認知率は s型集落のそれに比べて格 展開という歴史的な特質があるのかもしれないD

段に高く，耕地で 80~100%，集落全体でも 75 同族結合関係は地縁的結合関係の発達を抑制し，

~98%に及んでいる。とりわけ，富山・山口・ それだけ領域認知の成長を阻害するだろうし，

鹿児島各県のH型集落の耕地境界の認知率は高 また不在地主の増加は耕地所有権の拡散を招来

率で，ほとんどすべての集落が認知境界をもつ するので， rわれらの土地」意識を希薄化・空

ているO 鹿児島県は，川本・渡辺が注目してい 洞化させるだろうからである。宮城・福島・青

- 6 ー



森・新潟などの諸県で，認知率が概して低率 ということはできない。かなりのS型集落が今

(図1)なのはこのためかもしれない。ただ， 日もなお明確な認知領域をもっているからであ

東北地方にあって岩手県のみは s型集落が圧 る。サンフツレ県のなかで、は山口県のS型集落の

倒的に多い(大字のない集落を含めて94.4%) 認知率が高く，毛利藩制下のS型集落にはかな

にもかかわらず，認知率が著しく高い。これが り明確な認知領域が発達していたようである O

村落構造の本質的な違いによるものかどうかは， 岩手・広島両県ではS型集落が卓越するが，この、

目下のところ不明である。 県のS型集落のほとんどは明確な認知領域をも

H. S両類型集落の認知率を t分布検定して っている。これが村落構造の実態を反映したも

みると，表 1のように 5県とも，耕地・集落全 のかどうか若干の疑念が残るが，領域概念、や判

体いずれについても 1%水準で有意な差が認め 定基準によっては，これらS型集落にも認知領

られた。 H型集落の認知率は S型集落のそれ 域が認められるようであるO 村や大字といった

に比べて明らかに高いといえる占ただ， H型集 形式地域を外枠にもたないS型集落では，認知

落の人口が増加して集落の分割再編が行われる 領域の形成が困難であったり，比較的早く希薄

ことがあり，比較的新しく分割されたS型集落 化するようであるが，認知領域の発達・継承に

は，認知領域をもたないのが普通であるO そこ は形式地域を必ずしも必要としないといえる。

で、念のために，農家率80%以上の集落について 制度的な境界を外周にもたないS型集落に，な

両型集落の認知率を比較してみると，山口県の ぜ明確な認知領域が発達するのか，認知領域の

耕地については5%水準，その他はすべて 1% 形成・持続の一般的な基盤についての考察は他

水準で有意な差が認められた(後掲表2)。領 日に譲らざるを得ない。

域認知は村落類型 (H• S)と密接に関連して B 都市化と領域認知

いるとみてよかろう o H型集落の大部分が現在 川本や室谷の研究では，非農家人口の増加や

(昭和46年〉も明確な認知領域をもっているの 混住化，いわゆる都市化に伴って認知領域が個

は，その外周に藩政村(近世期)や大字(明治 別化(分化〉したり，希薄化・消滅することが

21年以降〉という， (半〉制度的な枠組みを具 ある程度まで明らかにされている。先のザンプ

備していることと直接・間接に関連しているで ノレを用いて，都市化と領域認知の関連を再検討

あろう。一方， S型集落は制度的な境域をもた してみるのが本項の課題である。ここでは都市

ず，また集落の形成時期もH型集落に比して相 化の指標として，最も簡便な農家率をとってみ

対的に新しい。そのために領域認知の発達が未 た。もちろん，村落社会では農家率〔農家・非

熟であったり，ある程度まで鮮明な認知領域が 農家の混住化の程度〉では把握できない都市化

形成された場合にも，制度的な枠組みをもたな ←たとえば就業の 2・3次産業化(兼業化)，

いために領域認知の希薄化や消滅が比較的早く 生活様式・価値観の都市化などーが進行してお

進行したので、あろう O 図1のように富山・福井・ り，農家率のみを都市化の指標にとることに問

奈良・和歌山・兵庫・鳥取・千葉などの諸県で 題が残るが，領域認知と都市化の関連を概観す

認知率が高いのは，これら諸県では認知率の高 るにはさしたる支障はあるまい。今，各県のサ

いH型集落が支配的な村落類型になっているか ンフツレ集落を①都市化(混住化〉が進行し，農

らである。他方，栃木・長野・香川・山口・熊 家が既にマイノリティ集団に転化している集落

本・鹿児島各県の認知率が概して低率なのは(農家率50%未満)，②都市化がある程度進行

これら諸県の支配的な村落類型がS型集落であ しているが，農家がなおマジョリティ集団であ

るということに基因しているとみてよかろう。 る集落(同50~79%λ ③都市化が余り進んで

だが，藩政村や大字という形式地域や歴史的 いない集落，つまり住民(家)構成の点では農

地域が，領域認知の発達・存続に不可欠の条件 家がなお圧倒的に多い集落(同80%以上〉に大
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表2 農家率別の領域認知一耕地の場合一

|農家率|鹿児島県 l山 口 県 l富山県 l山形県 i秋田県

H S H S H S[H  SIH  S 

4必9%i13Oi5臼3 9叫6d;142:8朗8 2お6 7η355|1口1 8到i1H43司i3但4 61' 12 t 2幻7 3叩O 

[ Ji11l::αω川O∞削川Oω川Oの〉 ; (… 50~7乃9% 1， ̂~O ̂' 11 ，~~8 }O伺8' 2幻1 0叫|1山1日1 34' 137 4 14 16: 5臼8 1珂6句1，.~伺8 93 21 5 72 54 
〔川 [ド同(句52.2の〕 [「1叩100∞川O

0('-.0/ 1 43 0 I 304 2501 47 11 21日 2自 342 白 62 34 134 10; 合空9132 且円 25. 239 168 

三竺 (1ωO川 l防〔臼54.9の) I(竺竺?巴竺L旦竺)I竺竺仔竺竺竺1日己竺竺EEUf竺?一
検定二乗 [0。ρjP<O判。 oω;0.0幻 O閃 <PJooω'P<O山 <001JO白 <PJO閃くP

t分布検 Pく仏 01 I 0.01<P<0.05 I P<O.Ol P<O.Ol P<O.01 定 r --..........v. V.L 

注 l)HはH型集落， SfiS型集落の略。

2)各欄とも左は領域認知が明確な集落数(認知率%)，右は不明確な集落数を示す。

3) t分布検定はH・S両型集落(農家率80%以上〉の認知率の検定。

別し，それぞれの認知率を算出した。耕地と集 ここで注意すべきことは，本稿で扱っている領

落全体の認知とは，相互に対応する度合が強い 域認知は集落に地着きの者，しかも概して高齢

ので本項 L及び次項〉で、は前者のみ扱った。ま

た， H・S両型の集落闘では，認知率に有意な

差が認められたので、本項で、は別々に考察する。

表2にみるように都市化の影響は，山形県を

除いてH型集落にはほとんどみられないが， s 
型集落の場合には程度の差はあるものの，都市

化とともに認知率が傾向的に低下していくこと

がわかる。すなわち，鹿児島・山口・山形・秋

田の各県では s型集落の認知率は農家率の低

下とともに減少し，カイ二乗検定の結果でも，

鹿児島・山形両県に農家率 (3グループ)と領

域認知の有無との聞に， 1%水準の有意な関連

が認められた。山口・秋田両県でも，農家率50

%未満集落の認知率は， 80%以上集落のそれよ

りかなり低率を示し，都市化の影響を認めてよ

かろう。ただ，富山県のみは，農家率80%以上

集落の認知率が最高を示すという点では他県と

同様であるが， 50%未満集落ーサンプルは19と

少ないがーの認知率が，同50~79%集落のそれ

より若干高くなって複雑な傾向をみせている。

一方， H型集落の領域認知には都市化の影響は

現われにくい傾向がある。すなわち，山形県を除

く4県においては，都市化の異なるグループ聞

に認知率の差はほとんどなく，カイ二乗検定で

も両者に有意、な関連は認められなかった。ただ，

者のそれであって，非農家，ことに新規流入の

非農家の認知マップではないということである。

したがって，日型集落においては地着きの高齢

者ーその中核は農民であろうがーのメンタルマ

ップには，都市化の影響は容易に現われないと

いうべきであろう。ただ，山形県のH型集落の

場合，農家率80%以上集落の認知率が高いこと

は他県と共通するが， 80%未満集落の認知率が

急減し，カイ二乗検定でも有意な関連が認めら

れた。その実態は不明で、あるが， H型集落でも都

市化の時期や形態によっては，認知に都市化の

影響が現われるのかもしれない。また，山形県に

おいてはH型集落に比べてS型集落に都市化の

進んだ集落が多く， 50%未満の集落比率はH型

集落では 7.2%にすぎないが， s型集落のそれ

は15.4%と高い。これは，本来の S型集落が都

市近郊に相対的に多く分布しているということ

にもよっているだろうが，本来はH型集落であ

ったものが人口増加に伴って，分割再編成され

て生じたS型集落が多少存在していることも示

唆している。比較的新しい時期，たとえば第2

次大戦以降にH型集落から転型したS型集落に，

認知領域がないのは当然であって，山形県のS

型集落に都市化の影響がとりわけ顕著なのは，

このような転型現象にも一部基因しているよう
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である。その他の諸県では，農家率50%未満の

集落比率には， H' S両型聞にほとんど差はな

い。 S型集落では，地着きの高齢者層のメンタ

ノレマップにも，都市化の影響がある程度まで及

んで，旧来の村落領域が空洞化し，やがて消滅

していくようである。

C 村落形態(居住パターン〉と領域認知

人々の空間的分布状態や居住パターンが，住

民聞の社会関係や精神構造に直接・間接の影響

を与えるであろうことは，デュルケム学派の一

連の研究でも明らかにされている。最近の環境

諸科学でも， ミクロな居住パターンや建物のレ

イアウトが住民の近隣関係や日常行動，さらに

は犯罪の発生頻度と密接な関連をもっているこ

とが明らかにされている。既存の村落研究でも，

集村形態の村落地域で、は水利その他の共同諸組

織が集落単位で重層し，ムラの同定(id巴ntifi-

cation) も容易でかっその結合性は概して強固

であることがわかっているO 一方，散村形態の

村落地域では共同関係が概して弱く，しかもそ

れらは空間的にずれながら複層しているので，

lはっきりとムラを同定することが難しく，ムラ

の連帯性も概して弛緩しているとされる。この

ことから類推すれば，集村形態の集落と散村形

態、の集落とで領域認知の程度を比べた場合，前

者の領域認知がより鮮明になるはずである。こ

の仮説は果して正しいであろうか。

農業集落調査では集落パターン (1住居の分

布状態J)を①散在集落， ②散居集落， ③集居

集落，④密居集落の 4形態に大別し，それらの

模式図を被調査者にみせて，各集落の村落形態

を判断させている。したがって， 1農業集落カ

ード」に記載された各集落の村落形態も，環境

認知の 1種ともいうべき性格をもつが，村落形

態は可視的な景観要素であるので集落住民によ

って認知された村落パターンは，現実の村落パ

ターンをほぼそのまま映しているとみたい。し

たがって，本稿では，各サンプル集落のパター

ンを 1つ1つ再点検する余裕がないこともあっ

て，この資料記載の(認知〉パターンをそのま

ま用いる。①の散在集落とは「主に山場の農業

集落にみられる形態で，家がいくつかの谷合に

分かれ，家と家とがばらばらに分布している状

態の集落」で，山間部の不規則な散村及び小規

模な疎塊村に該当している。②の散居集落は平

場の散村や疎塊村をさす。①・②とも広義の散

村であるが，①が山間部に②が平場にある点で

異なる。都市との位置関係では①が②より概し

て遠隔地に位置し，都市との交通も不便である

ので，たとえ類似した農家率の集落で、も，散在

集落の方が，都市化の程度は概して遅れている

と考えられる。③の集居集落がいわゆる集村で

あることはいうまでもないが，これには山間部・

平野部両方の集落が含まれており，①・②と同

一基準で選別することはできない。④の密居集

落は「主に市街化地区に見受けられる集落で，

農家の間に非農家が混在している」状態の集落

であって，都市化と領域認知の関連をみるのに

有効な形態分類ではあるが，形態との関連をみ

るにはやや不適当な類型であるし，またサンプ

ノレ県で、は④の集落数がきわめて少ないので本項

では割愛した。以上のように農林省の類型には，

居住パターンの他に集落の立地条件や都市化の

程度などが考慮されている。このことを念頭に

おいて，村落形態と領域認知との関連を考察し

なければならない。なお，本項では両者の関連

をなるべく鮮明に把握するために， S型集落の

うちで農家率80%以上の集落のみを対象にした。

まず，散在・散居の 2類型集落を散村として

一括し，散村・集村という基本的な村落形態別

に領域認知率を比較してみた(表 3)。両類型集

落の認知率には 1%水準(山口・秋田 2県〉及

び5%水準(鹿児島・富山・山形3県〉で 5

県とも有意な差が認められたが，認知率のパタ

ーンは富山県と他4県とで逆になっている。富

山県では散村よりも集村の認知率が高く，先の

仮説が支持されているかにみえるが，他の 4県

では集村に比して散村の認知率が逆に高率とな

っている。領域認知と村落形態との関連は，各

地方の歴史的条件を反映して決して単純ではな

いようで、あるO

富山県においては，平場の散居集落と集居集
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表 3 村落形態別の領域〈耕地〉主政日率

村落形態 |鹿児島県 山口県|富山県|山形県(秋田県

ナ I 146 241 181 203! 76 150 92 130 I 83 121 
1 (60. 6) ， (89.2) (50.の:(70.8) 1 (68.6) 

散在集落 I(ι〉山 !(iii5〉即 |(622〉 191(J70〕 61K23〉 34

散居集落い5;?の印 id心 66 ぷ〉 ml品〉 6~:71〉!

! 155 305 34 50! 88 119! 131 227 i 153 284 村 1 μ 〆 山吉 i
(ω.8)I (68.0) : (73.9) '. (57の同53.9)

t 分布検定 (A) 0.01<P <0. 05 P <0. 01 P <0.01 10.01 < P <0. 05 P<0.01 

t 分布検定 (B) 0.05< P 10.01<P <0. 05， P<0.01 O.閃 <P 0.05くP I 

注 1)各欄の左は領域認知が明確な集落数〔認知率96)，右はサンプル総集落。

2)富山県のサンプルはS型全集落(農家率80%以上〉。

3) t分布検定の (A)は散村と集村， (B)は散居集落と集村のものである G

落ーその大部分は平野部に立地しているーとの 区など〉でよばれ，個有の名称をもたない。 16;

認知率にも有意 0%水準〕な差が認められ， 集落のいずれにも明確な認知領域はない。この

前者の認知率は後者のそれより明らかに低い。 ようなS型集落は砺波平野一帯に数多く存在し，

富山県の主要な村落類型は日型集落(全集落の ために富山県の散居集落の認知率が大幅に低下

72.5%)であり，これは近世期の農村支配が藩

政村を基本単元にして行われていたことに基因

する。 S型集落は全体の19.5%を占めるにすぎ

ず，しかもそれらは砺波平野一帯の散村地域に

集中分布しているO これらの領域認知率が極端

に低いのである。砺波平野散村の研究によれば，

たとえば旧鷹栖村(現砺波市〉の場合，近世末

期において藩政村(鷹栖村〉のうちに，かなり

の自律性を備えたシマとよば伊集団・地域が

分胞・形成されていたとされる。藩政村の内部

に自成的に形成されてきたこれらのシマが，ム

ラといえるほどの自律性を備えていたかどうか

したのであるO 今，集落レベルで認知領域をも

たないS型集落住民が，大字(旧村〕レベルに

認知領域をもっているかどうかは不詳であって

今後の検討課題であるが，その可能性は多分に

ありうることであろう。なお，岡県のH型集落

の認知率を比較してみると，散居 (96.7%)と

集居 (98.7%)にほとんど差はない。富山県D

S型散居集落の領域認知が，著しく低率な理由

の一半は村落形態に求められようが，近世期の

農村制度や集落の形成史が大きく作用している

ことも見落せない。

だが，富山県を除く他4県では集村に比べて

については，水津・橋本両氏の間で意見が若干 散村の認知率が高率を示す。これは従来の通説

異なるが，筆者の見解では，この一帯では藩政 からは容易に理解できないことであゑ。ところ

村の制度的な機能が強かったことと散居形態で で，既存の歴史地理学的研究によれば，島津・

あったことによって，かかる大村でもシマの自 毛利両藩では藩政村の制度的な機能が弱く，村

律性は十分成長しきれなかったようである。こ 内部に太なり小なり自律性をもった諸集団が形

のシマは明治に入って部分的な統露合を受けて 成されていたとされる。これら藩政村内の地域

区となり，今日は農業集落にされている。旧鷹 集団が，今日の農業集落を形成しているので，

栖村の16の農業集落は，それぞれ 1つの行政村 両県にはS型集落が圧倒的に多いのであるO た

落であり部落実行組合であってムラ的内実を備 だ，領域認知の点からみて両藩の農村構造は，

えているが，いかにも人為的に造られた感が強 相当に異なっていたで、あろうことは前述の通り

い。ちなみに16集落はすべて番号(例， 1区・ 2 である。また，秋田・山形両県(諸藩〉におい
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ては，一部の地方ーたとえば山形県庄内地方や

秋田県由利郡一帯ーを除いて，藩政村を基本単

元にした農村支配が貫徹せず，広域な藩政村の

場合には，村切り以降村内にいくつもの自律性

の強い地域集団の形成が進行していった。これ

らの一部は分村独立を認められたが，大部分は

枝村のような型で村に包摂されたまま明治に至

った。明治以降は，これらも本村集落から離れ

てムラ(農業集落〕になる。両県でH型大字と

S型大字があい半する一集落数はS型集落がH

型集落の約3倍に及ぶがーのはこのためである。

藩政村の規模(面積・人口〉が大きく，しかも

制度的な機能が比較的弱い場合には，散村にお

いても地域集団の発達がスムーズに進行し，認

知領域の形成も容易のようである。だが何故，

散村の認知率が集村より高くなるのであろうか。

今，散在・散居両集落の認知率を比べてみる

と，前者の認知率が格段に高く，後者のそれは

さほどでもないことがわかる(表3)。ちなみに

散居・集居両集落の認知率を t分布検定してみ

ると，山口県(5%水準〉の他は有意な差は認め

られない。山口県の散居集落が高い認知率を示

す理由は詳らかでないが，各県で散村・集村聞

に有意な差が生じるのは，主として散在集落の

認知率が著しく高いことに基因している。富山

県の散在集落の認知率も散居集落に比して相当

に高い。山間部の散村，つまり散在集落の認知

率が著しく高い理由は，やはり詳らかでないが，

たとえば散在集落が概して都市から離れている

ために都市化一農家率に現われない都市化ーが

相対的に遅れていること，また集落が相互に離

れていたり，集落聞に河川・尾根が介在して集

落の耕作固や日常生活圏が重複する程度が低い

ために，認知領域が根強く残存しているのでは

なかろうか。また，戦前期において地主制の展

開が顕著でなく，所有権の拡散・交錯の程度が

少なかったことも， 1"ムラの土地」意識の残存

に直接・間接の影響を与えたに違いない。散在

集落の認知率が著しく高い要因は，集落の立地

条件，配列パターン，都市化や商品経済化の程

度などに求められるべきであろう。以上わずか

5県のサンフツレから一般化は危険であるが，散

村より集村の領域認知の方がより明確であると

いう仮説は，必ずしも一般的でないといえるで

あろう。

結びにかえて

本稿は，村落住民の領域認知研究の一環とし

て，村落領域の地理学的意義や，領域認知と関

連する村落的条件の解明を目的としたものであ

る。本稿で、扱ったサンフツレは 5県と少なく，ま

た取り上げた村落的属性も 3つにすぎない。こ

の点で本稿は，村落領域に関しても予察的考察

のレベルにとどまっている。したがって，結論

をまとめる段階ではないが，本稿で明らかにな

った事実を以下簡単に要約しておく。

①歴史的地域たる大字との関係で区分した村

落類型 (H・S型集落，図 2参照〕と村落領域

認知との聞には，かなり明確な関連が認められ，

現在の村落領域認知にも，藩政村に由来する大

字境界が直接・間接の影響を与えていることが

わかった。藩政村や大字という(半〉制度的な

境界を外周にもつムラ (H型集落〉では，村落

領域認知がより鮮明に形成され，消滅のテンポ

も遅いといってよかろう O ただ，この結論を一

般化するには，明確な認知領域をもたないS型

集落について，大字レベノレに領域認知があるか

否かの調査が必要である。この検討は他日に期

したい。

②村落領域認知と都市化(混住化〉との関連

は，日型集落の場合には一般にほとんど認めら

れないが， s型集落ではある程度の関連が認め

られた。 S型集落では，混住化とともに村落領

域の認知は徐々に希薄化L，やがて消誠してい

くようである。ただ，この場合にも上述の結論

を一般化するには，個々の集落ごとに領域認知

の程度や有無を通時的に追跡調査したり，住民

を年齢階層別，農家・非農家別，居住年数別に

分けて領域認知の実態を調査する必要がある。

これも今後の課題として残されている。

③村落領域認知と居住パターン(いわゆる村

落形態〉との聞には，一般化できるような関連
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は見出せなかった。富山県においては，散居集

落の領域認知率が集居集落のそれより明らかに

低率で、あったが，この差異は単なる居住パター

ンの違いに基因するとは考えにくい。藩政村概

念や S型散居集落の形成過程という，歴史的要

因に帰するところが大であった。その他の県で

は，散居・集居に有意な差は認められなかった。

もちろん，この場合にもより適当な指標に基づ

いて村落形態を再検討し，領域認知と居住バタ

ーンの関連をより厳密に検討する必要があろう。

ただ，山間部の散居集落の場合 s型集落でも

領域認知が明確な集落が多いということは許さ

れよう。

(山形大学教養部〉
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A Study of Perceived Community Areas in Rural Japan 

s1asato fIamatani 

It is well known that the majority of the inhabitants of rural communities of 

Japan have their own t巴rritorialperception of community areas which thus constitute 

perceived community areas of group or social territorialities. Some 80 per cent of the 

total communities still maintain these ar巴as，although there is a consistent trend towards 

the diminishing of their perception of the areas in question. Community territoriality has 

been the subj巴ctof a number of studies. But little attention has been paid to the factors 

influencing the perceptional mechanism. 

This paper focusses on an examination of the factors affecting the perception of 

>community boundaries. The data used in the analysis was obtained from the Rural Set-

tlement Survey undertaken in 1970 by the s1inistry of Agriculture and Forestry. In this 

survey， five rural prefectures were arbitrarily chosen for detailed analyses of the relation-

ships between the perception of community areas and the socio・geographicalconditions in 

these areas. The author has chosen three factors for particular observation， from the avai1able 

data: 1) The significanc巴 ofth巴 so-call巴doaza boundaries stemming from the administrative 

districts in the feudal era， 2) the degree of urbanisation， measured by the proportion of 

farm households in each community， and 3) settlement patterns classified according to 

morphological criteria. 

The results are as follows: 

1) All rural settlements were found to be divided into communities surrounded by 

the oaza boundaries and communities that were not. The proportions of communities with 

their respective perceived territorialities are identified and t-tests are used to evaluate dif-

ferences in their ratios. There were significant differences at the 1 per cent level in all 

the observed prefectures. Perception of community was clearer in communities surrounded 

by oaza boundaries than in other communities. 

2) Chi-square tests r巴vealedsignificant relationships at th巴 1per cent level 

between urbanisation and the perception of community territoriality in only one prefecture， 

in the case of communities surrounded by 0αzαboundaries; and in two prefectures in the 

，case of other types of communities. fIowever， in the latter case the rural communities' 

perception of their boundaries consistently tends to decrease in inverse proportion to the 

increase in the d巴greeof urbanisation. 

3) The communities not sur 
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